
























































































































































































































































69年には 400万台目前となった。この 10年間で 9.4
倍となり，年平均 28.2％の伸長率であった。60年代











































































































































図表 2―2 1973 年と 84 年時点における主要国での自動
車普及状況
1973年 1984年















































































1960 37.2 12.8 4.2 6.1 1.3 0.7
1965 114.2 46.7 14.6 28.4 3.7 3.8
1970 264.8 159.6 37.8 113.1 8.7 14.8
1975 410.7 258.4 62.3 184 12.2 22
1980 487.1 276 63 203 9.9 25.3

















































































ら 80年 66％，82年 69％，85年 72％と伸び，ステレ
オ，ルームエアコンの普及率を上回った。複数保有世























乗用車 合計（千台） 乗用車 合計（千台）
1960 165 482 145 408 4 0.46 7 1
1961 250 814 229 743 4 0.66 9 4
1962 269 991 259 933 7 0.89 14 6
1963 408 1,248 371 1,211 9 1.24 17 3
1964 580 1,702 494 1,494 12 1.67 18 8
1965 696 1,876 586 1,675 13 2.18 38 9
1966 878 2,286 740 2,060 15 2.83 43 17
1967 1,376 3,146 1,131 2,715 14 3.83 56 19
1968 2,056 4,086 1,569 3,308 15 521 60 31
1969 2,611 4,975 2,037 3,385 16 693 104 40
1970 3,179 5,289 2,379 4,100 19 8.78 135 41
1971 3,718 5,811 2,403 4,021 19 10.57 163 71
1972 4,022 6,294 2,627 4,367 25 12.53 139 73
1973 4,471 7,083 2,953 4,949 37 14.47 177 53
1974 3,932 6,552 2,287 3,850 42 15.85 233 72
1975 4,568 6,942 2,737 4,309 45 17.24 185 197
1976 5,028 7,841 2,449 4,104 40 18.48 173 201
1977 5,431 8,515 2,500 4,194 41 19.83 177 259
1978 5,976 9,269 2,857 4,682 55 21.28 189 237
1979 6,176 9,636 3,037 5,154 65 22.67 232 254
1980 7,039 11,043 2,854 5,016 46 23.66 187 243
1981 6,974 11,180 2,867 5,127 32 24.61 203 263
1982 6,882 10,732 3,038 5,261 35 25.54 233 303
1983 7,152 11,112 3,136 5,382 37 26.39 237 234
1984 7,073 11,465 3,096 5,437 44 27.14 266 291




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（年） 個 人 サ ビース業 タクシー 商 業 製造業 その他
1957 3.6 10.4 53.9 8.9 12.1 10.1
1958 4.2 11.3 45.9 11.4 14.7 12.5
1959 5.9 11.1 39.5 12.4 17.4 13.7
1960 7.8 13.8 29.8 14.9 18.6 15
1961 12.2 13.1 25.1 14.5 18.8 16.2
1962 13.9 14.3 21.2 15.6 18 17
1963 16.1 13.2 19.2 16.5 17.4 17.6
1964 22 12.6 15.9 16.5 15.5 17.5
1965 28.4 11.9 11.4 16.6 14 17.7
1966 47.2 5.6 5.3 11.6 10.6 19.7
1967 39.1 8 7.8 14.8 12.1 18.4
1968 40.8 7.6 6.2 13.4 10.7 21.3
1969 47.2 5.6 5.3 11.6 5.9 19.7
1970 50.6 4.4 4.3 10.9 6.4 13.3










（Womack et al,（1990）,TheMachine That Changed theWorld,


































































































23） トヨタ自工と日産の 2社の生産集中度は 1960年の 53％
































































発売年 メー カー ／ブランド
1965 日産／シルビア
1966 東洋工業／ルーチェ
1967 いすゞ ／フロー リアン



























































































65） いすゞ・GMの提携 70年 11月，GMとの提携を発表し
たいすゞは，71年 7月正式調印，9月に外資審議会から
承認を得た。両社の業務提携に合意した内容は，①安
全・公害について，いすゞが GMの特許，ノウハウを活
用できる技術援助契約を結ぶ，② GMは，いすゞ製品の
世界市場への販売拡大について，全面的に協力する輸出
援助契約を結ぶ，③ GM，いすゞに伊藤忠商事，川崎重
工業を加えた 4社で自動変速機の製造のための合弁会社
を設立，また同社でガス・タービンの共同開発も行う，
④ GMのいすゞへの資本参加は妥当な範囲内にとどめ，
これに伴って GMからいすゞへ役員を派遣する，であっ
た。（井上昭一（2004）「日米自動車企業の経営戦略―
GM，いすゞ，スズキの提携強化を事例として―」『関西
大学商学論集』第 49巻第 1号，p.3）
53わが国のモータリゼーション発展期における自動車産業の環境と自動車メーカーによるマーケティング対応
66） 窒素酸化物など排ガス規制で法制化されたのは 1975年に
施行されたアメリカのマスキー法であった。この排気規
制は厳しく，従来技術の延長での対応は不可能であっ
た。エンジン燃焼を根本から見直し，転化や燃料供給を
厳密に制御することが必要であった。わが国でも排出ガ
ス規制が検討され，日米自動車メーカーは実現不可能と
反発した中で，本田技研だけが CVCCエンジンを発表し
た。GM，フォード，トヨタ自工などが本田技研から技
術供与を受けた。（岡田浄二（2001）「自動車業界の再編
とグローバル・マーケティング―その背景と課題を探
る―」岡山商科大学『岡山商大論叢』第 36巻第 3号，p.99）
67） 1974年 7月，HISCO（ホンダ・インターナショナル・
セールス）がフォード社各車種の国内販売に関し，日本
フォードと仮調印し，フォードの販売を行ったが，79年
に提携を解消した。（（社）日本自動車工業会（1988）『前
掲書』，p.240）
68） 経済評論社（1964）『世界市場に挑戦する日本の自動車工
業』経済評論社，pp.271～272
69） このような販売会社を挟むのはわが国独特であり，その
機能としては①系列ディーラーに対する製品の円滑な供
給と販売の促進，②ディーラーの管理，③市場調査及び
それに基づく製品計画のアドバイス，④販売資金の調達
と供給があげられている。（日本長期信用銀行調査部
（1966）「前掲資料」，p.59）
70） 日本長期信用銀行調査部（1966）「前掲資料」，p.2
71） 通常は 3年程度の契約期間で特別な事情がない限り，長
期的に継続されるのが一般的である。
72） 通商産業省機械情報産業局自動車課（1988）『前掲書』，
pp.56～57
73） 通商産業省自動車課（1987）『明日の自動車流通を考え
る』（財）通商産業調査会，p.17
74） 通商産業省自動車課（1987）『前掲書』，p.17
75） 白石（1995）『前掲書』，pp.123～124，またサプライヤー
とトヨタの階層的企業間関係の形成については，和田一
夫（1991）「自動車産業における階層的企業間関係の形
成―トヨタ自動車の事例―」『経営史学』第 26巻第 2号
に詳しい。
76） 白石（1995）『前掲書』，p.124
77） 白石（1995）『前掲書』，p.112
78） 塩地洋（1991）「自動車販売における二重の「系列」問
題」九州産業大学商経学会『商経論叢』第 32巻第 1号，
p.189
79） 白石（1995）『前掲書』，pp.124～125
80）（社）日本自動車工業会（1988）『前掲書』，p.198
81） 標準条件は，頭金と期間設定についてであったが，下取
り中古車を高取りして頭金に充当した場合，頭金比率の
規制が実質的に無効になるため，その対策として中古車
の査定機関として，1966年 6月「財団法人日本自動車査
定協会」が設立された。協会への期待は，中古車の公正
な価格・機能の査定と，適正な査定水準を一般に PRし，
不当な高取り防止であった。しかし，当初の協会組織
は，専属の査定員の不在，市場の動向を把握する体制の
未整備など，十分に機能せず，68年には通産省・運輸省
から運営改善勧告を受け，この問題について業界に一定
のルールが定着するのに時間がかかったが，こうした努
力により，後に中古車の「オークション制度」を生み出
す基盤が作られた。（（社）日本自動車工業会（1988）『前
掲書』，p.199）
82）（社）日本自動車工業会（1988）『前掲書』，p.198
83） この規約内容は，カタログ類に必要な表示，表示方法の
基準，不当とされる表示・広告，オープン懸賞の制限な
どであった。
84）（社）日本自動車工業会（1988）『前掲書』，p.199
85） 影山僖一（1980）『現代自動車産業論』多賀出版，p.5
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